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Ⅰ 国難級災害とは何か
１．防災・減災対策を打破する災害
防災減災対策が功を奏すれば、災害は軽くなる（国難級ではなくなる）。
しかし、想定を超える災害ならば、「国難級」であり得る。歴史的には、
●中国唐⼭地震（1976・7・28）、M＝7.6、死者24万⼈余
●関東⼤震災（1923・9・１）、M＝7.9、死者10.5万⼈
●明治三陸地震津波（1896・6・15）、M＝8、死者2.2万⼈
●チリ地震（1960・5・23）、M＝9.5、死者1.7千⼈
●阪神淡路⼤震災（1995・1・17）、M＝7.3、死者6.4千⼈
●東⽇本⼤震災（2011・3・11）、M＝9.0、死者1.8万⼈等

２．南海トラフ・⾸都直下・富⼠⼭噴⽕ 等の複合化（同時あるいは復興
過程が重なる）による⼤災害の恐れ。
死者32.3万⼈、経済的損失300兆円の予測。



住宅はビルの上階・避難路確保 気仙沼内湾地区の復興
（気仙沼 南町⼀丁⽬ 夢コモンズ）
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まず何をするか。防災・減災の発想で、安全確保。⼤災害
では建物⼀部⽔没。財産には被害、⼈命は守る。



Ⅱ 国難級災害が起これば
防災・減災対策が及ばずに発⽣するのが国難級災害

国難級の⾃然災害では被害甚⼤で、復旧・復興が課題となる
●国⺠の気⼒と体⼒・・復旧復興を進める⼈材
●国の財⼒・・公債による資⾦調達で復旧復興資⾦確保
を⾏えることが早期の復旧・復興を可能とする条件。
しかし、⽇本の現状は厳しい。
復旧・復興が滞り、国の活⼒が損なわれる恐れ。



⽼年従属⼈⼝指数（1884〜2100）



政府債務残⾼の対GDP⽐（1890〜2019）



Ⅲ 国難級災害からの復元⼒はあるのか
• 可能な限り被害を軽減・・防災減災の努⼒ ➜防災学術連携体
も役割

• 意欲的⼈材・・少⼦⾼齢化に⻭⽌めがかかるか？
• 再建のための資⾦⼒・・債務残⾼の増額に⻭⽌めがかかるか？
• ⼈材と資⾦が不⾜すれば、復旧旧復興に時間がかかり、国の衰
退につながる。



Ⅳ 防災学術連携体の可能性
• 災害の科学、防災・減災の科学、救命救援の科学、復興の科学
• 2016年1⽉に発⾜（現在62学協会）。熊本地震で総合的な情報
提供。2021年に⼀般社団法⼈となる。⽇本学術会議防災減災学
術連携委員会（⽶⽥雅⼦委員⻑）と連携。

• 災害にメカニズム、防災減災の技術開発、⼈間・社会の復元⼒
に関わる62学協会との連携。

• 内閣府防災担当はじめ官庁との連携（防災推進国⺠会議、防災
国体に参加）

• ⽇本学術会議と学協会を結び、省庁・地⽅⾃治体、⺠間諸団体
とネットワーク。総合的な対策で、防災減災⼒のレベルアップ



Ⅴ 国難級災害に対処するため何を⾏うか
１．防災減災強化
２．⻑期的に⼈⼝バランス、活⼒ある⼈⼝構成を取り戻す。
３．財政健全化 ⾮常時に資⾦調達可能な財政構造
４．局地のダメージ軽減 ⼈⼝分散・機能分散

• ⾸都機能、⽣産機能、中枢管理機能等の分散
• ⽇常的に多極社会形成


